
ひなた魚べーションで新たな波に乗り成⾧する水産業
基本目標

人口減少社会に適応した
生産環境の拡大

気候変動に対応した
持続可能な水産業の実現

成⾧をつかむ高収益化

力強くにぎわいのある
漁村づくり

漁業・養殖業経営の合理化、輸出の
更なる拡大と加工技術支援の強化や

ブランド化による水産物の価値の最大化

資源の適切な利用管理と気候変動に
適応した生産体制づくり、藻場等漁場
環境の保全と内水面資源の維持・回復

漁港施設等の地震・津波対策と
老朽化対策、漁協系統組織の運営合理化、
海業や県民参加型活動によるにぎわい創出

本県水産業を取り巻く新たな情勢変化の波に乗り、
本県水産業の成長産業化を実現するため、基本計画を改定します

で情勢変化の波を乗り越える

１ ⾧期ビジョン 計画の目標
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新技術導入と新たな漁場づくりによる
漁業・養殖業生産力の一層の強化、
多様な人材の確保・育成と定着向上

〇 第六次宮崎県水産業・漁村振興⾧期計画（後期計画）（案）の概要
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２ ⾧期ビジョン 目指す将来像

持続的に成⾧する水産業と多様性にあふれた魅力ある漁村
めざす将来像

成⾧を支える
資源と基盤

人口減少社会に適応した
生産環境の拡大 成⾧をつかむ高収益化

気候変動に対応した
持続可能な水産業の実現

力強くにぎわいのある
漁村づくり

新たな生産環境の拡大や経営基盤強化、
複合経営化により

法人・個人経営体の収益性が向上しています

水産資源の利用管理が最適化されるとともに
漁場環境や生態系の保全が行われ、持続可能な
漁業・養殖業の生産体制が構築されています

競争力の高い法人経営体により漁村経済が
活性化され、多様な個人経営体により

豊かな食文化が提供されています

多様な人材確保により漁業の担い手や労働力が
十分に確保され、

経営体・就業者の減少が抑制されています

成⾧の
サイクル

強靱な漁港が水産物の生産・ 流通を支え、
機能強化した漁協が核となって、地域資源を

活かした漁村の活性化が行われています

経営体の成⾧ 多様な人材

漁村の活性化
適正な管理持続的利用 成⾧の基盤

（Ｒ５実績） （Ｒ１２）
〇 海面漁業・養殖業生産額 : 435億円 ⇒ 510億円
〇 法人経営体の生産額 : 239百万円 ⇒  272百万円
〇 個人経営体の漁業所得 : 421万円 ⇒  480万円
〇 漁業経営体数 : 812経営体 ⇒  676経営体

３ 主要指標
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４ 基本計画における重点施策のポイント

①新たな漁場造成や日向灘の見える化による漁業の
生産力強化
②遺伝育種技術や陸上養殖の導入による養殖業の
生産力強化

①漁船・漁具の機能強化や複合経営化による漁業経営の
体質強化

②生産管理のスマート化や協業化による養殖経営の合理化

③県立高等水産研修所と水産試験場の統合による
研修機能の強化
④スマート化や労働環境改善による多様な人材の
確保・育成と定着向上

③HACCP等認定・認証取得による更なる輸出の拡大
④加工技術支援の強化やブランド化の推進による水産物の
価値の最大化
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①漁港施設等の地震・津波対策と老朽化対策
②漁協系統組織の基盤強化と運営合理化

①資源評価に基づく沿岸資源の適切な利用管理
②気候変動に適応した生産体制づくり

③海洋環境の変化を踏まえた藻場等漁場環境の保全
④内水面資源の効果的な維持・回復

③海業の展開による水産物の消費拡大と漁村における
交流促進
④県民が親しむ内水面の水辺づくり

上：藻場の保全（藻場礁）

下：外来魚対策（コウライオヤニラミ）
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気候変動に対応した持続可能な水産業の実現

（ R6        →        R12 ）

・資源管理措置の効果検証数（累計）
・漁協による内水面の増殖活動数

11件
62件

→
→

72件
67件

５ 基本計画における主な取組指標

力強くにぎわいのある漁村づくり

・地震・津波対策完了漁港数
・新たな海業の取組数

4漁港
-件

→
→

7漁港
5件

成⾧をつかむ高収益化

・経営基盤を強化する経営体数（累計）
・ＨＡＣＣＰ等の認定・認証取得数（累計）

82経営体
46件

→
→

103経営体
51件

人口減少社会に適応した生産環境の拡大

・操業支援情報の利用率
・漁業研修の延べ受講者数

38％
51人

→
→

50％
64人
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